


























































曲線は同義語となる。なお，総社会便益（gross social benefit）と純社会便益（net social benefit），及び総消費













































































11）厳密に言えば，限界総社会便益函数（function for marginal gross social benefit）。
12）厳密に言えば，総消費者余剰函数（function for gross consumer’s surplus）。


























































































　　  「限界社会費用曲線」： 
　　  価格曲線類例－Ａ 
（b）「外部不経済性を内含する価格曲線」及び同価格曲線に対応する「限界社会費用曲線」： 














（1）N 及び P は，夫々需要水準及び価格水準を示し，P曲線及びMSC曲線は，夫々価格曲線（price 
curve）及び限界社会費用曲線（marginal social cost curve）を示す。なお本稿で扱う価格曲
線は，「生産者に対する費用曲線」ではなく，「消費者に対する費用曲線」を意味し，同曲線









　　　　 （ i ）0.0≦N≦0.4 のとき，P＝b。但し，b は定数（b≧0）。 
　　　　 （ii）N＞0.4 のとき，P＝b＋0.5(N－0.4)2。但し，b は定数（b≧0）。 
（4）価格曲線類例－Ｂとして示される価格曲線に対応する限界社会費用曲線： 
　　　　 （ i ）0.0≦N≦0.4 のとき，P＝b。但し，b は定数（b≧0）。 

































　（1）限界社会便益曲線及び限界社会費用曲線を，夫々MSB 及び MSC で表わし，需要水準及び価格水準を夫  
　　  　々 N 及び P で表わす。 
　（2）N≧0 の値域に於いて，MSB曲線と MSC曲線の交点を求め点 J とする。交点が複数存在する場合には， 
　　  　それらの中で，非負の純社会便益を最大化する点を点 J とする。 

















　　  　適需要水準を示す。 
　（4）導出需要曲線及び価格曲線（即ち，個人費用曲線）を，夫々 DD 及び P で表わす。 
　（5）上記（2）のステップで求めた J 点を通る垂直線を引き，同直線が DD曲線及び P曲線と交わる点を， 
　　  　夫々点 JT 及び点 JU とする。 
　（6）点 JT が，点 JU の上側に位置する場合には線分 JTJU の長さが最適課税額を表わす。点 JT が点 JU の下側に 
　　 　 位置する場合，線分 JUJT の長さは最適補助金額を表わす。また，両点が一致する場合には，レッセ・フ 
　　  　ェール市場が純社会便益の最大化を齎しているので，外部不経済性を抑制する課税徴収，又は外部経済性 
　　    （正）を促す補助金交付は，不必要となる。 
　（7）上記（2）及び（3）のステップで，MSC曲線が MSB曲線の上側に位置するために両曲線の交点が存在 
　　  　しない場合，或いは交点が一つ又は複数存在してもそれらに対応する純社会便益が全て負値をとる場合 
　　  　が生じ得る。このとき，外部経済性（正又は負）に関する課税徴収又は補助金交付をめぐる考察は，「非 
　  　　負の純社会便益最大化」を試みる観点に立つと無意味となる。なお，端点問題が生じる場合には，上述 
　  　　の手順に準じた別途のステップを踏む必要がある。 
 
〔２〕数式に拠るアプローチ 
　（1）限界社会便益函数及び限界社会費用函数を，夫々MSB(N) 及び MSC(N) とおく。なお，N は需要水準を 
　　  　示す。 
　（2）「MSB(N) ＝MSC(N) 且つ N≧0」の条件を満足する N 値を求め，その値をN*とおく。なお，N 値の解が 
　　  　複数存在する場合には，それらの中で，非負の純社会便益を最大化する N 値を選択し，その値を N*と 
　　  　おく。 
　（3）上記（2）のステップで求めた N*が，最適需要水準にあたる。 
　（4）導出需要函数及び価格函数を，夫々 DD(N) 及び P(N) とおき，便宜函数TS(N) を，次のように定義する。 
　　  　　　TS(N) ≡ DD(N) －P(N) 。
　（5）TS(N*) （即ち，DD(N*) －C(N*) ）を算出する。 
　（6）TS(N*) が非負の場合，同値が最適課税額となる。負の場合には，TS(N*) の絶対値（即ち，| TS(N*) |  ） 
　　  　が最適補助金額となる。 
　（7）上記（2）及び（3）のステップに於いて，①全てのN（≧0）に対して「MSC(N) ＞MSB(N) 」である場 
　　  　合，又は②「MSC(N) ＝MSB(N)且つ N≧0」の条件を満足するN値の解が一つ又は複数存在しても，それ 
　　  　らに対応する純社会便益が全て負値をとる場合には，外部経済性（正又は負）に関する課税徴収又は補助 
　　  　金交付をめぐる考察は，「非負の純社会便益最大化」を試みる観点に立つと無意味となる。なお，端点問 
　　  　題が生じる場合には，上述の手順に準じた別途のステップを踏む必要がある。 
 
〔3〕備考（1） 
　  　外部経済性（正又は負）に関する「最適課税額」及び「最適補助金額」の導出を考察の対象とする場合， 
　  　一般に次の二つのテーマをめぐる吟味が随伴的に求められる。 
　　（1）徴収された課税収入の支出配分， 
　　（2）補助金を補填・交付するためにたよるべき財源。 
　　  また，上のテーマとの関連で，組織内内部所得移転に関する考察も肝要である。しかし本稿の主目的は， 
　　  外部不経済税及び外部経済（正）補助金を最適化する試みを支える基本的枠組に照準を当てて論ずる点に 
　　  あるので，上記の税収配分及び財源調達の問題に本稿では立ち入らない。 
 
　　  備考（2） 
　　  本稿では，消費者に対する価格曲線から限界社会費用曲線を導出した。他方，より厚生経済学的な「公益 
　　  事業の価格設定に関する考察」（即ち，「公益事業が生産する財・サーヴィスに対する望ましい価格・料 
　　  金を定める規範的考察」）試みるにあたって適用される限界費用価格形成原理（即ち，限界費用価格設定 
　　  基準）のパラダイムでは，生産者に対する価格曲線から限界社会費用曲線を導出する分析が求められ，こ 
　　  のテーマは次稿以後で予定している考察と関係する。しかし，本稿では消費者の効用水準に影響を及ぼす 
　　  外部経済性（正及び負）を論ずる目的で，消費者に対する価格曲線を考察の主たる対象に据えているので，






①点 JTが点 JUの上側に位置する場合，線分 JTJUの長さが最適課税額となり，





















































































（1）曲線 AEC：DD曲線及び MSB曲線を示し，次式で表わされる（ケース－1A）。 
　　　　   P＝0.72－N2 。但し，N≧0.0 且つ P≧0.0。 
　　　　 （数値例－1の場合，DD曲線とMSB曲線は一致する。） 
（2）曲線 P１E：P曲線及びMSC曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   P＝0.25。但し，N≧0.0。 
　　　　 （価格曲線類例－Ａの場合，P曲線及びMSC曲線は一致し，ともに直線に転化してい 
　　　　     る。） 
（3）N及びPは夫々需要水準及び価格水準を示す。また，DD曲線，MSB曲線，P曲線及びMSC曲
線は，夫々，導出需要曲線（derived demand curve），限界社会便益曲線（marginal social 







（5）図形 AP１J の面積（0.2148）：純社会便益の最大値。 
（6）本図では固定総社会便益（fixed gross social benefit）〔又は固定総消費者余剰（fixed 











　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝0.25。 
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝0.25＋0.5(N－0.4)2。 
（3）曲線P１QJ：MSC曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝0.25。 





（5）図形 AP１QJ の面積（0.1982）：ケース－1B に対する純社会便益の最大値。 
（6）点Eの座標（N, P）：（0.6604, 0.2839）。 
図３　数値例－１に対する純社会便益の最大化： 
　　　価格曲線が外部不経済性を内含する場合 



























































　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝2－N2。
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝1.68＋1.6N－3N2。但し，P≧0。
（2）曲線A’B’C’：MSB曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝2－N2。
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝1.68＋3.2N－7N2。但し，P≧0。
（3）曲線P1E：P曲線及び MSC曲線を示し，次式で表わされる（ケース－2A1）。 
　　　　   P＝0.5。但し，N≧0.0。 
　　　　 （両曲線は一致し，ともに直線に転化している。） 
（4）曲線P2E2：P曲線及び MSC曲線を示し，次式で表わされる（ケース－2A2）。 






（6）図形 A’P1JB の面積（0.8097）：ケース－2A1 に対する純社会便益の最大値。 
（7）ケース－2A2 の場合，均衡点E2 と最適点J2 が一致する。即ち，レッセ・フェール市場は，純
社会便益の最大化を齎らす。よって，外部経済性（正又は負）に関する課税徴収又は補助金
交付は不要となる。 


















NＢ NＥ NＪ 
図４　数値例－2に対する純社会便益の最大化： 
　　　価格曲線が外部経済性（正又は負）を内含しない場合 










　　　　  （曲線の函数式は図４を参照） 
（2）曲線A’B’C’：MSB曲線。 
　　　　  （曲線の函数式は図４を参照） 
（3）曲線P1QE：P曲線を示し，次式で表わされる（ケース－2B）。 
　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝0.5。
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝0.5＋0.5(N－0.4)2。
（4）曲線P1QJ：MSC曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝0.5。
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝0.5＋0.5(N－0.4)2＋(N－0.4)N。 
（5）線分 JTJU の長さ：最適課税額（0.8818）。 
（6）図形 A’P1QJB の面積（0.7827）：ケース－2B に対する純社会便益の最大値。 
（7）線分 RTRU の長さ：錯誤の最適課税額（0.3549）。 
　　（ここで「錯誤の最適課税額」は，「MSB曲線が DD曲線に一致するとの誤解に基づいて導
き出される『最適課税額』」を意味する。） 
（8）図形 A’P1QRTB の面積（0.9247）：ケース－2B に対する「錯誤の純社会便益」の最大値。 
（9）点E 及び点RU の座標（N, P）：点E（0.9149, 0.6326），点RU (0.8284, 0.5918）。 









































































　　　　   P＝0.72＋3.2N－3N2。但し，N≧0 且つ P≧0。 
（2）曲線A’B’C’：MSB曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   P＝0.72＋6.4N－7N2。但し，N≧0 且つ P≧0。 
（3）曲線P1E：P曲線及び MSC曲線を示し，次式で表わされる（ケース－3A1）。 
　　　　   P＝0.5。但し，N≧0.0。 
　　　　 （両曲線は一致し，ともに直線に転化している。） 
（4）曲線P2E2：P曲線及び MSC曲線を示し，次式で表わされる（ケース－3A2）。 
　　　　   P＝P2＝1.15。但し，N≧0.0。 
　　　　 （両曲線は一致し，ともに直線に転化している。） 
（5）線分 JTJU の長さ：ケース－3A1に対する最適課税額（0.5588）。 
（6）図形A’P1JB’の面積（1.0965）：ケース－3A1 に対する純社会便益の最大値。 
（7）線分 J2TJ2U の長さ：ケース－3A2 に対する最適課税額（0.1389）。 
（8）「図形 G2J2B’の面積 － 図形 P2A’G2 の面積」（＝0.5137）： 
　　　　   ケース－3A2 に対する純社会便益の最大値。 
（9）点J2T の座標（N, P）：（0.8413, 1.2889）。 







NＦ２ NＫ NＪ 














































　　　　   P＝P3＝1.36。但し，N≧0.0。 
　　　　 （両曲線は一致し，ともに直線に転化している。） 
（4）曲線P4E4：P曲線及び MSC曲線を示し，次式で表わされる（ケース－3A4）。 








（6）「図形 G3J3B’の面積 － 図形 P3A’G3 の面積」（＝0.3413）： 
　　　　   ケース－3A3 に対する純社会便益の最大値。 
（7）ケース－3A4 の場合，課税を徴収するのではなく，寧ろ線分 J4UJ4T の長さ（0.1075）に等し
い最適補助金額を各消費者に交付することにより，純社会便益が最大化される。 
（8）「図形 G4J4B’の面積 － 図形 P4A’G4 の面積」（＝0.2161）： 
























NＫ, NＥ３, NＪ３ 
図７　数値例－３に対する純社会便益の最大化： 
　　　価格曲線が外部経済性（正又は負）を内含しない場合 
　　  （価格曲線が類例－Ａに属する場合：ケース－3A3 及び 3A4） 
A, A’ 
B’ 








































（9）点J4T の座標（N, P）：（0.7649, 1.4125）。 
（10）点E3 及び点E4 は安定的均衡点，点F3 及び点F4 は不安定的均衡点にあたる。 










　　　　   P＝P5＝1.5733 （厳密には，P＝118 / 75）。但し，N≧0.0。 
（両曲線は一致し，ともに直線に転化している。なお本図の場合，P曲線とMSC曲線は
ともに，DD曲線とその頂点Bで接していることに注意されたい。） 
（4）線分 J5UJ5T の長さ：ケース－3A5 に対する最適補助金額（0.1437）。 
（5）「図形 G5J5B’の面積 － 図形 P5A’G5 の面積」（＝0.1757）: 
　　　　   ケース－3A5 に対する純社会便益の最大値。 
（6）点E5 は，準安定的均衡点にあたる。即ち，N値が点 NE5 より微少量増大したとき，市場調
整機能作動後に N値は点 NE5 に立ち戻る。他方，N値が点 NE5 より微少量減少したとき，N



























　　  （価格曲線が類例－Ａに属する場合：ケース－3A5） 
A, A’ 
B’ 









































　　　　   P＝P6＝1.8171。但し，N≧0.0。 
　　　　 （両曲線は一致し，ともに直線に転化している。） 
（4）図形 G6J6B’の面積＝ S1 ＝0.1115 
（5）図形 P6A’G6 の面積＝ S2 ＝0.1115 
（6）本図では，S1 ＝ S2   と置かれていることに留意されたい。 
（7）線分 J6UJ6T の長さ：ケース－3A6 に対する最適補助金額（0.3134）。 
（8）「 S1  －  S2 」（＝0.0）：ケース－3A6 に対する純社会便益の最大値。ケース－3A6 では，純社会
便益の最大値が 0.0 に等しいことに留意されたい。 
（9）ケース－3A6 に於いては，線分 J6UJ6T の長さに等しい額の補助金が交付されることにより，純
社会便益は最大化され，その最大値は 0.0 に等しい。従って，P曲線（厳密に言えば，P直線）





（11）点P6 の，より詳細な P 軸座標値： 

























































（12）点G6 の，より詳細な N 軸座標値： 
　　　　   0.228571428571428 ･･･。（小数点第16位以下切捨て）。 
（13）点J6 の，より詳細な N 軸座標値： 
　　　　   0.685714285714285 ･･･。（小数点第16位以下切捨て）。 
（14）S1 及び S2 の，より詳細な値： 









　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝0.5。
　　　　   N＞0.4 の とき，P＝0.5＋0.5(N－0.4)2。
（4）曲線P1QJ：MSC曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝0.5。
　　　　   N＞0.4 の とき，P＝0.5＋0.5(N－0.4)2＋(N－0.4)N。
（5）線分 JT JU の長さ：ケース－3B1 に対する最適課税額（0.6326）。 
（6）図形 A’P1QJB’の面積（0.9809）：ケース－3B1 に対する純社会便益の最大値。 
（7）線分 RT RU の長さ：錯誤の最適課税額（0.4821）。（「錯誤の最適課税額」は，「MSB曲線がDD
曲線に一致するとの誤解に基づいて導き出される，『最適課税額』」を意味する。） 
（8）点RT ，点RU 及び点E の座標（N, P）： 
　　　　   点RT（0.9226, 1.1187）， 
　　　　   点RU（0.9226, 0.6366）， 
　　　　   点E  （1.0661, 0.7218）。 



















































































　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝1.4176。
　　　　   N＞0.4 とき，P＝1.4176＋0.5(N－0.4)2。
（4）曲線PB2Q2J2：MSC曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝1.4176。
　　　　   N＞0.4 とき，P＝1.4176＋0.5(N－0.4)2＋(N－0.4)N。
（5）点E2 及び点J2 の座標（N, P）： 
　　　　   点E2（0.72, 1.4688）， 
　　　　   点J2  （0.72, 1.6992）。 





（7）「図形G2Q2J2B’の面積 － 図形PB2A’G2 の面積」（＝0.2488）： 
　　　　   ケース－3B2 に対する純社会便益の最大値。 
（8）点E2 は安定的均衡点，点F2 は不安定的均衡点に夫々あたる。また点J2 は純社会便益を最大化













































　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝1.5657。
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝1.5657＋0.5(N－0.4)2。
（4）曲線PB3Q3J3：MSC曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝1.5657。
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝1.5657＋0.5(N－0.4)2＋(N－0.4)N。
（5）線分 J3UJ3T の長さ：ケース－3B3 に対する最適補助金額（0.1068）。 
（6）「図形G3Q3J3B’の面積 － 図形PB3A’G3の面積」（＝0.1445）： 
　　　　   ケース－3B3に対する純社会便益の最大値。 
（7）点 E3，点 J3，点 J3U，及び点 J3T の座標（N, P）： 
　　　　   点 E3 　　　　　　　　，点 J3   　　　　　　　　， 
　　　　   点 J3U（0.6890, 1.6075），点 J3T （0.6890, 1.5007）。 
（8）点 E3（DD曲線とP曲線の接点）：準安定的均衡点。（準安定的均衡点については，図８を参照）。 



































































































　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝1.7835。
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝1.7835＋0.5(N－0.4)2。
（4）曲線PB4Q4J4：MSC曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   0.0≦N≦0.4 のとき，P＝1.7835。
　　　　   N＞0.4 のとき，P＝1.7835＋0.5(N－0.4)2＋(N－0.4)N。 
（5）点 J4,J4U 及びJ4T の座標（N, P）： 
　　　　   点 J4  （0.6353, 1.9607）， 
　　　　   点 J4U（0.6353, 1.8112）， 
　　　　   点 J4T（0.6353, 1.5421）。 
（6）図形 G4Q4J4B’の面積＝ S1 ＝0.1039。 
（7）図形 PB4A’G4 の面積 ＝ S2 ＝0.1039。 
（8）本図では，S1 ＝ S2  と置かれていることに留意されたい。 
（9）線分 J4U J4T の長さ：ケース－3B4 に対する最適補助金額（0.2690）。 
（10）「 S1  －  S2 」（＝0.0）：ケース－3B4 に対する純社会便益の最大値。この値が 0.0 に等しい
ことに留意されたい。 






（12）点 J4 は純社会便益を最大化する点にあたり，点 G4 は純社会便益を極小化する点にあたる。 
（13）点 PB4 の，より詳細な P 軸座標値： 
　　　　   1.783529411764706･･･。（小数点第16位以下切捨て）。 
（14）点 G4 の，より詳細な N 軸座標値： 
　　　　   0.218298098507690･･･。（小数点第16位以下切捨て）。 
（15）点 J4 の，より詳細な座標（N, P）： 
　　　　（0.635294117647058･･･, 1.960692041522491･･･）。（小数点第16位以下切捨て）。 
（16）S1 及び S2 の，より詳細な値： 
　　　　   S1 ＝0.1039466350639467･･･。（小数点第17位以下切捨て）。 
　　　　   S2 ＝0.1039466350639471･･･。（小数点第17位以下切捨て）。 
　　　　 （ S1 と S2 が等しくなるように点P4 の値を設定したが，P4 の値を小数点以下16桁近くで丸 












































































































































































(1.6+  22.72 )/6（≒1.0611） 







































































(3.2+  18.88 )/6（≒1.2575） 




(3.2+  18.88 )/6（≒1.2575） 
〔注〕 
（1）需要曲面の構築に必要な直交3座標軸 
　　　　   N軸：「需要水準」を示す。 
　　　　   P軸：「価格水準」を示す。 
　　　　   M軸：「仮想均衡需要水準」を示す。 
（2）需要曲面函数 
　　　　   ①数値例－１：P＝0.72ーN2＋0×M。但し，0.0≦M≦2.0，N≧0 且つ P≧0。
　　　　   ②数値例－２：0.0≦M≦0.4 のとき，P＝2ーN2＋0×M。但し，N≧0 且つ P≧0。
　　　　   　　　　　　　0.4＜M≦1.4 のとき，P＝2ーN2ー2(M－0.4)2。但し，N≧0 且つ P≧0。
　　　　   ③数値例－３：P＝2ーN2ー2(M－0.8)2。但し，0.0≦M≦1.8，N≧0 且つ P≧0。
（3）曲線ΓΘΔ：N-M-P 空間内に描出される準導出需要曲線を示し，下記の連立方程式により表わされる。
　　　　   ①数値例－１：[P＝0.72ーN2＋0×M，且つ M＝N。] 但し，0.0≦M≦2.0，N≧0 且つ P≧0。
　　　　   ②数値例－２：0.0≦M≦0.4 のとき，[P＝2ーN2＋0×M，且つ M＝N。] 但し，N≧0 且つ P≧0。
　　　　   　　　　　　　0.4＜M≦1.4 のとき，[P＝2ーN2ー2(M－0.4)2，且つM＝N。] 但し，N≧0且つP≧0。
　　　　   ③数値例－３：P＝2ーN2ー2(M－0.8)2，且つ M＝N。但し，0.0≦M≦1.8，N≧0 且つ P≧0。
（4）点Θ（数値例－２）並びに点Θ（数値例－３）及び 点Ｉ（数値例－３）の座標（N, M, P） 
　　　　   点Θ（数値例－２）の座標：（0.4, 0.4, 1.84） 
　　　　   点Θ（数値例－３）の座標：（8/15, 8/15, 118/75） 
　　　　   点Ｉ（数値例－３）の座標：（0.8, 0.8, 1.36） 
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(1.6+  22.72 )/ 6
（≒1.0611） 
(6.4+  61.12 )/ 14
（≒1.0156） 
(6.4+  18.88 )/ 14
（≒1.2575） 
(3.2+  57.28 )/ 14
（≒0.7692） 
382 / 175 
（≒2.1829） 
118 / 75 
（≒1.5733） 
16 / 35 
（≒0.4571） 
8 / 15 
（≒0.5333） 
〔注〕 
（1）N 及び P は，夫々需要水準及び価格水準を示す 
（2）曲線ABC：各数値側に対応する導出需要曲線を示し，夫々次式で表わされる。 
　　　　（a）数値例－１：P＝0.72－N2。但し，N≧0 且つ P≧0。 
　　　　（b）数値例－２：0.0≦N≦0.4 のとき，P＝2－N2。 
　　　　   　　　　　　　　N＞0.4 のとき，P＝1.68＋1.6N－3N2。但し，P≧0。 
　　　　（c）数値例－３：P＝0.72＋3.2N－3N2。但し，N≧0 且つ P≧0。 
（3）曲線A’B’C’：各数値側に対応する限界社会便益曲線を示し，夫々次式で表わされる。 
　　　　（a）数値例－１：P＝0.72－N2。但し，N≧0 且つ P≧0。 
　　　　（b）数値例－２：0.0≦N≦0.4 のとき，P＝2－N2。 
　　　　   　　　　　　　　N＞0.4 のとき，P＝1.68＋3.2N－7N2。但し，P≧0。 









































































　　　　   N軸：「需要水準」を示す。 
　　　　   P軸：「価格水準」を示す。 
　　　　   M軸：「仮想均衡需要水準」を示す。 
（2）需要曲面函数 
　　　　   P＝0.72ーN2＋0.75M0.75。但し，0.0≦M≦2.0，N≧0 且つ P≧0。
（3）曲線ΓΘΛ：準導出需要曲線を示し，下記の連立方程式により表わされる。
　　　　   P＝0.72ーN2＋0.75M0.75，且つM＝N。但し，0.0≦M≦2.0，N≧0且つ P≧0。
















　　   「Mの全値域に亙り外部経済性（正）が見られる」数値例 
A, A’ 
〔注〕 
（1）N 及び P は，夫々需要水準及び価額を示す。 
（2）曲線ABC：導出需要曲線を示し，次式で表わされる。 
　　　　   P＝0.72ーN2＋0.75N0.75。但し，N≧0 且つ P≧0。
（3）曲線A’B’C’：限界社会便益曲線を示し，次式で表わされる。 
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